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1.　はじめに

地方共同法人日本下水道事業団（JS）は，日本
の下水道事業が直面する多岐にわたる課題，例え
ば施設の老朽化，人口減少に伴う事業規模の縮
小，建設業界全体の技術者の高齢化と担い手不
足，働き方改革への対応などについて，民間事業
者と共有し互いに解決することを目指した「民間
事業者との共創プロジェクト」を，令和 5年 12
月より強力に推進しています。
このプロジェクトは，地方建設業協会等の民間

事業者との継続的な意見交換を通じて得られる意
見・要望を踏まえ内容を見直すことにより，建設
業の課題解決と工事の品質確保につなげることを
目的としています（図－ 1）。
共創プロジェクトは，民間事業者が抱える課題

への対応（1．働き方改革の推進，2．生産性向上
の推進，3．担い手の育成・確保）と JS 工事の魅
力向上の取り組みをパッケージ化し，それぞれの
分野で具体的な施策を推進しています。

2.　令和 7年度の新たな取り組み

令和 7年度は，前年度に実施した民間事業者と

の意見交換の結果を踏まえ，4月，6月，1月の 3
回にわたって，取り組みの強化を図ることとしま
した（図－ 2）。
4月は生産性向上の推進と担い手の育成・確保
に加え JS 工事の魅力向上について，6月は担い
手の育成・確保と JS 工事の魅力向上について取
り組みました。1 月は働き方改革の推進につい
て，新たな取り組みを推進していきます。

⑴　働き方改革の推進
建設業界は，慢性的な人手不足，技術者の高齢
化，そして長時間労働が常態化しているという構
造的な課題を抱えています。特に，令和 6年 4月
1 日から適用された時間外労働の上限規制は，業
界全体にとって大きな転換点となりました。この
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図－ 1　共創プロジェクトの目的概念図
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規制は，労働者の健康と福祉を守るための重要な
措置である一方で，工期の遵守や事業継続性への
影響も懸念されています。
JS は，これらの課題に正面から向き合い，週
休 2日を確保しつつ適正工期を設定するなど，働
き方改革を最優先課題の一つとして位置付けてい
ます。今年度は，次の施策を予定しています。

①　「完全週休 2日（土日）」の適用（令和 8年 1
月）
JS は，工事の品質を維持しつつ労働者の負担
を軽減するために，適正な工期設定と週休 2日制
の導入を積極的に進めています。これまで，月単
位の週休 2日制を適用していましたが，民間事業
者の働き方改革をさらに推進するため，原則，受
注者希望方式として，令和 8年 1 月 19 日以降に
公告する全ての工事に「完全週休 2 日（土日）」
を適用します（図－ 3）。

⑵　生産性向上の推進
限られた資源（人，モノ，金，時間）を，より
効率的に活用し，最大の効果を発揮するために
は，生産性の向上が不可欠です。デジタル技術の
活用や書類のスリム化を通じて，施工プロセスの

図－ 2　令和 7年度の共創プロジェクト

民間事業者との共創プロジェクト【令和7年度】 令和７年 11月版

図－ 3　工事の完全週休 2日（土日）への対応
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抜本的な見直しと効率化を図っています。今年度
は，次の施策を推進しています。

①　工事関係書類簡素化ガイド（案）の改定（令
和 7年 4月）
JS 職員が工事記録写真を電子データで確認す
ることで，工事記録写真帳の印刷回数を削減する
具体例を追記しました。また，発注者側からの誤
った指摘事例と，それに対する工事関係書類簡素
化ガイド（案）に基づいた対応について記載しま
した。
土木・建築工事において，工事関係書類の簡素
化（スリム化，省略，統合）を推進し，例えば，
複数の報告書で共通する情報は 1回の入力で済ま
せられるようにしたり，写真管理をデジタル化し
て台帳作成の手間を省いたりするなどの工夫を凝
らし，工事関係書類全体の約 26%について簡素化
を達成しました。
これにより，現場技術者が本来の業務である施
工管理に集中できる時間を増やし，生産性向上に
寄与するものと考えています。

⑶　担い手の育成・確保
下水道事業を支える民間事業者における技術者
の高齢化と若手技術者の不足は，将来的な下水道
事業の継続にも大きな影響を与える深刻な課題で
す。JS は，多様な人材が下水道事業に参入し，
活躍できる環境を整備することで，持続可能な担
い手の育成と確保を目指しています。今年度は，
次の施策を推進しています。

①　機械設備工事および電気設備工事における競
争参加資格（配置予定技術者）の要件緩和（令
和 7年 4月）
前年度の一般土木工事・建築工事における競争
参加資格（配置予定技術者）の要件緩和に引き続
き，大部分の機械設備工事および電気設備工事の
主任（監理）技術者に求める現場工事経験につい
て，下水道法上のポンプ場または処理場に係る機
械（電気）設備工事，または公共施設で請負工事

が 2,500 万円以上の機械（電気）設備工事の工事
経験に緩和しました。
設計担当技術者についても，機械設備工事では
実務年数を短縮するとともに参加資格要件に下水
道技術検定（第 1種・第 2種）および技術士（機
械部門）を追加しました。また，機械設備工事お
よび電気設備工事において，工事内容によっては
設計経験を求めないこととし，若手技術者等が参
加しやすい環境を整備しました。

②　配置予定技術者における審査対象期間の緩和
（令和 7年 4月）
機械設備工事および電気設備工事を対象に，配
置予定技術者が審査対象期間中に，出産・育児等
の真にやむを得ない事情により休業を取得した場
合は，原則として，休業期間に相当する期間を審
査対象期間に加えることとしました。これによ
り，休業期間分をさかのぼって審査対象とできる
ため，公平な審査に寄与するものと考えています。

③　同一の現場代理人および監理技術者等が兼務
できる条件の制定および明確化（令和 7年 4月）
現場代理人については，次のとおり兼務条件を
制定・明確化しました。
1）　常駐規定の緩和
常駐規定を緩和できる対象を拡大し，常駐を
必要としない期間に加え，JS 発注工事，また
は国，都道府県および市町村発注工事のうち，
当該発注機関の契約担当者が常駐規定の緩和を
認めた工事も対象としました。
2）　2件までの兼務
現場代理人が 2 件まで兼務できる場合とし
て，次の全ての条件を満たす場合としました。
a.‌�　主任技術者を専任で配置する必要のない
工事においては，工事現場相互の距離が
10 km程度までの場合
b.‌�　主任技術者を専任で配置する工事のうち
同一の主任技術者の兼務が認められた工事
においては，工事現場相互の距離が 10 km
程度までの場合
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c.‌�　監理技術者を専任で配置する JS 発注工
事のうち，同一の事業者と締結する契約工
期の重複する複数の請負契約に係る工事で
あって，かつ，それぞれの工事の対象が同
一の建築物または連続する工作物である場
合
また，監理技術者については，次の条件を全

て満たす場合，兼務可能としました。
d.‌�　同一または別々の発注者が同一の事業者
と締結する，契約工期が重複する複数の請
負契約に係る工事であること
e.‌�　それぞれの工事の対象が同一の建築物ま
たは連続する工作物であること
f.‌�　全ての発注者から，当該工事を同一工事
として取り扱うことについて書面による承
諾を得ていること

④　設計業務委託における資格に係る実務経験年
数緩和（令和 7年 6月）
令和 7年 6月 1日以降の公告から，処理場・ポ

ンプ場の設計において，各職種で卒業学科ごとに
実務経験年数を緩和しました。また，建築職種の
照査技術者においても実務経験年数を緩和しまし
た。

⑤　設計業務委託における資格に係る要件緩和
（令和 7年 6月）
基本計画策定業務において，管理技術者の資格
要件に技術士に加え RCCM（下水道）を，担当
技術者の資格要件に技術士に加え下水道技術検定
第 1種を，それぞれ追加し，いずれかを有する者
としました。また，建築職種の担当技術者につい
ては，技術士の資格要件を不要とする緩和措置を
講じました。

⑷　JS工事の魅力向上
民間事業者が JS 工事に積極的に参入し，その
技術力やノウハウを最大限に発揮してもらうため
には，JS 工事自体の魅力を高めることが不可欠
です。JS は，適正な利潤の確保や入札制度の透

明性向上を通じて，民間事業者が安心して参画で
きる環境を整備しています。今年度は，次の施策
を推進しています。

①　一般土木工事，建築工事における入札公告段
階での条件明示の拡充（令和 7年 4月）
一般土木工事では，国土交通省の工事工種体系
に移行し，設計書を JS 独自の階層構成から国土
交通省の工事工種体系に準ずる階層構成に，金抜
設計書を工事数量総括表に改定し，見積参考資料
に積算条件を全て明示することにしました。
また，建築工事では，参考数量を明細書から見
積参考資料に改め，積算条件の明示を拡充しまし
た。
入札に参加する事業者が，工事内容や条件を正
確に理解することは，適切な見積もりを提出する
ために不可欠です。JS は，入札公告の段階で，
見積参考資料に積算条件を明示することを徹底し
ます。これには，使用する資材の仕様，施工方法
の制約，現場の特殊な条件，安全対策に関する要
件などが含まれます。
これにより，事業者は入札前に工事の全体像を
詳細に把握することができ，不確実性を排除した
上で，より正確で適切な見積もりを提出すること
が可能になり，入札参加へのハードルを下げ，公
正な競争を促進する効果も期待されます。

②　建設工事における総合評価落札方式の落札者
の決定方法および評価項目等の見直し（令和 7
年 4月）
価格点の算定方法では，過去の落札率が低い工
事において工事成績評定点が低い傾向が見られる
ことから，入札価格が調査基準価格を下回る場合
には価格点を減ずる算出方法を適用しました。ま
た，評価項目では，技術提案，企業の施工能力・
信頼性・社会性，配置予定技術者の施工能力につ
いて評価基準の見直しを行いました（図－ 4）。

③　発注予定工事一覧表の更新について，「お知
らせメール」の配信（令和 7年 4月）
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令和 2年 7月より運用を開始している「入札公
告情報メール配信サービス」を希望する事業者に
向けて，JS ホームページでの発注予定工事の公
表（年 7回予定）に合わせて，発注予定工事が更
新されたことの「お知らせメール」の配信を開始
しています。
これにより，発注予定工事の最新公表情報を適
時に得られ，タイムリーかつスピーディーな情報
提供につながることが期待できます。

④　設計業務委託における低入札価格調査基準の
改定（令和 7年 6月）
民間事業者の適切な利潤の確保のため，低入札
調査基準価格の算定に使用する諸経費の算定率お
よび調査基準の設定範囲を改定し，令和 7年 6月
1日以降の公告に適用しています。

3.　‌�共創プロジェクトの進捗状況と‌
これまでの効果

今年度，導入に向けた検討を行う主な取り組み
として，電子検査に向けた課題抽出，入札説明書
に 360 度カメラ画像の活用検討，設計変更に係る
ガイドラインの改定の 3点があります。現在，そ

れぞれ試行・検討を実施中であり，今後，導入あ
るいは改定の判断を行うことになります。
共創プロジェクトの効果を把握するため，令和
7年 5～ 6月に JS 工事受注者アンケート（377 名
回答）を実施，次にその結果の概略を示します（図
－ 5）。
共創プロジェクトの認知度は 36% にとどまっ
ています。
発注工期は，「短かった」が 45%を占め，他工
事との調整不足や設計内容の問題点の指摘もあり
ました。
週休 2 日の達成率は 82%，ワンデーレスポン
スの遵守は 82%，設計変更協議が「円滑に行わ
れた」が 81%と高い評価を得たと捉えています。
また，令和 7年 4月に改定した，工事関係書類
の簡素化ガイドの認知度は 66%，分かりやすさ
については「分かりやすい」，「とても分かりやす
い」が 89%を占めています。
アンケートの結果に示された達成度をさらに向
上させるべく，JS 内への結果の周知と共創プロ
ジェクトの再周知を行っており，JS 全社を挙げ
て取り組んでいます。
また，令和 7年度も前年度に引き続き，各地方
建設業協会との意見交換を継続実施しており，共

図－ 4　建設工事における総合評価落札方式の落札者の決定方法及び評価項目等の見直し
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創プロジェクトへの賛同と一定の評価をいただい
ています。

4.　おわりに

JS の共創プロジェクトは，民間事業者が抱え
る課題解決に向け連携を強化することで，さまざ
まな解決策を生み出し，持続可能な未来を築くこ
とを目指しています。共創プロジェクトの各施策

が密接に関連し合い，相乗効果を生み出すことで，
下水道事業全体のレジリエンスを高めています。
これらの取り組みは，建設業界全体の労働環境
の改善，地域経済の活性化，社会への貢献といっ
た広範な影響をもたらしています。JS は，これ
からも民間事業者との対話を深め，新たな共創の
形を追求することで，健全な水環境，安全な社
会，そして豊かな未来の実現に向けて，その役割
を果たし続けていきます。

図－ 5　JS工事受注者アンケート結果（令和 7年 5～ 6月実施）

JS工事に関するアンケート調査結果【JS工事受注者】
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